
                          
 

（１）子育て安心プラン実施計画における保育の利用状況と今

後の取組について 
 

 保育の利用申込者数は、女性就業率の上昇等に伴い、年々増加しており、待機

児童数も依然として高い水準で推移していることから、国では平成 29年 6月に「子

育て安心プラン」を策定し、遅くとも 2020 年度末までに待機児童をゼロとするこ

とを目標としています。 

 

 子育て安心プランは、翌年度以降の見込みの見直しについて、就学前児童数や

保育ニーズについて地域の実情を踏まえて適切に見込んだうえで、毎年度必要に

応じて見直しを行うこととなっており、今年度提出した各市町の子育て安心プラ

ン実施計画では、2020 年 4 月 1 日は待機児童がゼロとなる見込みです。 

 

 直近の 2018 年 4 月 1 日現在の実績【別添２参照】では、申込児童数が利用定員

を超えているのは、「１・２歳児」が８市町、「３歳以上児」が３市町となって

おり、「１・２歳児」の需要が高いことがわかります。 

 また、申込児童数が利用定員内であるにもかかわらず、待機児童が発生してい

るのは、「０歳児」が２市町、「１・２歳児」が３市町、「３歳以上児」が２市

となっていますが、利用定員は施設規模で設定されているため、保育士不足や市

町内の地域ニーズの偏り等が考えられます。 

 

 

〔平成３０年４月１日待機児童の発生状況〕 

 

平成３０年４月１日の県内保育所の待機児童数については、８０人となり、昨

年に比べて２０人減少しています。 

県全体では、保育所整備や地域型保育事業、企業主導型保育施設の増加等によ

り、定員を昨年度に比べ５６６人増やすことができましたが、想定を超える低年

齢児の入所申込があり、必要な人員や施設が確保できなかったため、３市２町に

おいて待機児童が発生したと考えられます。 

 

  待機児童数推移 

 H27.4.1 H27.10.1 H28.4.1 H28.10.1 H29.4.1 H29.10.1 H30.4.1 

合計 98 412 101 476 100 452 80 

待機児童の内、
低年齢児（０歳
～２歳）の数 

76 385 84 455 96 443 78 

待機児童の内、
低年齢児の割合 77.6％ 93.4％ 83.2％ 95.6％ 96.0％ 98.0% 97.5% 

津市 0 92 0 93 0 99 0 

四日市市 59 124 64 142 54 132 33 

伊勢市 0 0 0 27 0 0 0 

松阪市 0 40 0 48 0 82 0 

鈴鹿市 9 0   0 0 0 4 0 

名張市 8 114 29 109 8 78 19 
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尾鷲市 0 2 0 0 0 0 0 

亀山市 9 19 6 14 6 21 3 

熊野市 0 2 2 5 5 0 0 

いなべ市 0 1 0 0 0 0 0 

志摩市 0 0 0 4 0 0 0 

伊賀市 0 3 0 20 3 12 0 

菰野町 0 4 0 7 24 15 22 

朝日町 0 0 0 0 0 2 0 

明和町 13 6 0 7 0 7 3 

度会町 0 5 0 0 0 0 0 

 

なお、待機児童が発生した３市２町の今後の対応については次のとおりです。 

・四日市市 

 市全体の定員は増加したものが一部地域において保育ニーズに対応できる受

け皿が確保できなかったが、該当地域で今年度整備を実施することにより待機

児童を解消していきます。 

・名張市 

 第３子以降の保育料無償化に取り組んだ結果により保育ニーズが想定以上に

高まったこと等が要因であるが、低年齢児の受け皿を確保するため、認定こど

も園や小規模保育事業所の整備を進めることにより、待機児童を解消していき

ます。 

・亀山市 

保育士の不足や施設の面積等により利用定員を確保することができなかった

ことが要因であるが、保育士確保や施設整備を進めることにより、待機児童を

解消していきます。 

 ・菰野町 

  求職活動等を理由とする保育需要が想定以上に多かったことや保育士不足に

より待機児童が発生した。保育士の確保を進めることにより、待機児童を解

消していきます。 

・明和町 

  １歳児の申込が前年度に比べて大幅増となり、低年齢児の保育ニーズに対す

る受け皿の確保ができなかったことが要因である。施設の定員の見直しや職

員配置等により待機児童を解消していきます。 

    

  県は、待機児童解消に向けて、保育所等整備のための財政支援や、潜在保育士

の職場復帰支援、新任保育士の就業継続支援や保育士修学資金等貸付など保育士

確保の取組を進めるとともに、低年齢児保育の保育士加配を支援しています。 

 

 

 

 

 

 

 



                          
 

【参考】 

 保育所等の定員増加分（５６６人）の内訳 

 ・安心こども基金保育基盤整備事業による増加分  ３５６人 

 ・保育所等整備交付金による施設整備、企業主導 

型保育施設の増加、保育士の確保等による増加分 ２１０人 

 

 平成２９年度保育所等整備状況 

（定員の増減がある保育所整備交付金及び安心こども基金による整備） 

  市町名  整備施設数  

  津市    ５施設    

四日市市  ３施設    

伊勢市   １施設    

名張市   ２施設    

伊賀市   １施設   

   計   １２施設    

 

 平成２９年度中の地域型保育事業開始状況 

四日市市 １事業   

伊勢市  １事業   

名張市  ３事業   

亀山市  １事業   

熊野市  １事業   

明和町  １事業   

   計   ８事業  

 



  



〇⼦育て安⼼プラン実施計画（2018年4⽉1⽇現在実績値） 別添１

0歳児 1・2歳児 3歳以上児 合計 0歳児 1・2歳児 3歳以上児 合計 0歳児 1・2歳児 3歳以上児 合計 0歳児 1・2歳児 3歳以上児 合計 0歳児 1・2歳児 3歳以上児 合計 0歳児 1・2歳児 3歳以上児 合計

津市 2,033 4,284 6,792 13,109 337 2,165 3,567 6,069 16.6% 50.5% 52.5% 46.3% 576 2,149 3,701 6,426 321 2,089 3,563 5,973 0 0 0 0

四⽇市市 2,377 5,113 7,843 15,333 300 1,899 3,455 5,654 12.6% 37.1% 44.1% 36.9% 379 1,852 3,732 5,963 287 1,757 3,443 5,487 0 32 1 33

伊勢市 785 1,795 2,884 5,464 98 940 1,864 2,902 12.5% 52.4% 64.6% 53.1% 172 927 2,279 3,378 92 915 1,861 2,868 0 0 0 0

松阪市 1,157 2,575 3,929 7,661 190 1,426 2,488 4,104 16.4% 55.4% 63.3% 53.6% 326 1,492 3,143 4,961 178 1,406 2,484 4,068 0 0 0 0

桑名市 1,072 2,329 3,773 7,174 97 880 1,754 2,731 9.0% 37.8% 46.5% 38.1% 180 853 1,724 2,757 96 868 1,748 2,712 0 0 0 0

鈴⿅市 1,501 3,279 5,214 9,994 169 1,534 2,758 4,461 11.3% 46.8% 52.9% 44.6% 345 1,535 3,045 4,925 166 1,517 2,754 4,437 0 0 0 0

名張市 518 1,176 1,936 3,630 48 611 945 1,604 9.3% 52.0% 48.8% 44.2% 175 612 978 1,765 46 586 944 1,576 2 16 1 19

尾鷲市 78 171 263 512 13 121 225 359 16.7% 70.8% 85.6% 70.1% 27 119 264 410 13 121 225 359 0 0 0 0

⻲⼭市 374 886 1,423 2,683 28 415 739 1,182 7.5% 46.8% 51.9% 44.1% 77 399 683 1,159 26 379 732 1,137 0 3 0 3

鳥羽市 93 205 306 604 11 141 260 412 11.8% 68.8% 85.0% 68.2% 25 155 420 600 11 141 260 412 0 0 0 0

熊野市 106 185 354 645 12 120 291 423 11.3% 64.9% 82.2% 65.6% 17 137 292 446 12 120 291 423 0 0 0 0

いなべ市 294 705 1,117 2,116 15 317 1,064 1,396 5.1% 45.0% 95.3% 66.0% 44 271 1,135 1,450 13 314 1,060 1,387 0 0 0 0

志摩市 224 508 815 1,547 17 316 413 746 7.6% 62.2% 50.7% 48.2% 80 485 590 1,155 17 316 413 746 0 0 0 0

伊賀市 564 1,238 2,007 3,809 80 743 1,680 2,503 14.2% 60.0% 83.7% 65.7% 239 881 1,897 3,017 71 710 1,678 2,459 0 0 0 0

木曽岬町 32 62 91 185 2 21 37 60 6.3% 33.9% 40.7% 32.4% 6 30 44 80 2 21 37 60 0 0 0 0

東員町 180 415 715 1,310 10 158 337 505 5.6% 38.1% 47.1% 38.5% 27 172 460 659 10 158 337 505 0 0 0 0

菰野町 333 723 1,184 2,240 16 296 562 874 4.8% 40.9% 47.5% 39.0% 85 297 748 1,130 16 274 562 852 0 22 0 22

朝⽇町 113 230 360 703 0 74 163 237 0.0% 32.2% 45.3% 33.7% 30 90 130 250 0 74 163 237 0 0 0 0

川越町 190 311 466 967 12 99 237 348 6.3% 31.8% 50.9% 36.0% 30 120 230 380 12 99 237 348 0 0 0 0

多気町 83 212 368 663 3 132 355 490 3.6% 62.3% 96.5% 73.9% 29 177 445 651 3 132 354 489 0 0 0 0

明和町 194 394 595 1,183 15 218 393 626 7.7% 55.3% 66.1% 52.9% 77 241 417 735 14 216 393 623 1 2 0 3

大台町 53 110 151 314 1 63 149 213 1.9% 57.3% 98.7% 67.8% 18 93 234 345 1 63 149 213 0 0 0 0

玉城町 135 267 427 829 7 132 413 552 5.2% 49.4% 96.7% 66.6% 25 145 450 620 7 132 413 552 0 0 0 0

度会町 39 118 160 317 2 72 157 231 5.1% 61.0% 98.1% 72.9% 3 83 234 320 2 72 157 231 0 0 0 0

大紀町 19 61 119 199 1 41 117 159 5.3% 67.2% 98.3% 79.9% 15 75 180 270 1 41 117 159 0 0 0 0

南伊勢町 41 93 131 265 2 64 128 194 4.9% 68.8% 97.7% 73.2% 18 113 239 370 2 64 128 194 0 0 0 0

紀北町 54 141 226 421 8 117 209 334 14.8% 83.0% 92.5% 79.3% 23 106 231 360 8 117 209 334 0 0 0 0

御浜町 48 101 155 304 3 62 117 182 6.3% 61.4% 75.5% 59.9% 9 82 208 299 3 62 117 182 0 0 0 0

紀宝町 75 177 241 493 5 110 202 317 6.7% 62.1% 83.8% 64.3% 5 143 263 411 5 110 202 317 0 0 0 0

三重県 12,765 27,864 44,045 84,674 1,502 13,287 25,079 39,868 11.8% 47.7% 56.9% 47.1% 3,062 13,834 28,396 45,292 1,435 12,874 25,031 39,340 3 75 2 80

市町名

待機児童数

2018年4⽉1⽇ 2018年4⽉1⽇ 2018年4⽉1⽇ 2018年4⽉1⽇ 2018年4⽉1⽇ 2018年4⽉1⽇

就学前児童数 申込児童数 申込率 利⽤定員数 利⽤児童数



  



（２）認定こども園の設置状況と幼保連携型認定こども園 

  の認可手続きについて 

 

① 認定こども園の設置状況 

県子ども・子育て支援事業支援計画における、認定こども園の目標設置数は、

教育・保育を提供する市町と、私立幼稚園の移行希望を合わせて設定しており、

平成 27 年度から平成 31 年度までの５年間で新たに 33 施設を設置し、既存の５

施設と合わせ、平成 31 年度末までに 38 施設を設置することとしています。 

 

●認定こども園目標設置数及び設置数＜平成３０年７月末時点＞ 

 

既設 

平成

27 年

度 

平成

28 年

度 

平成

29 年

度 

平成

30 年

度 

平成

31 年

度 

時期 

未定 
計 

市町設置予定および

私立幼稚園移行希望

（目標設置数） 

５ ３ ５ ６ ２ ４ １３ ３８ 

設置数（年度内実績） ５ ３ ９ １０ １４   ４１ 

 

平成 29 年度は、幼保連携型認定こども園として 10 施設が新たに設置され、

既存施設の 17 施設と合わせて、目標を上回る 27 施設となりました。 

 平成 30 年度は 7 月末までに、幼保連携型認定こども園として 14 施設の設置

があり、既存の 27 施設と合わせると 41 施設となり、目標設置数（21 施設）を

20 施設上回りました。 

 

 

【参考１】平成 30 年度設置状況＜７月末時点＞ 

 移行・新規の別 

計 
幼稚園から 保育所から 

幼稚園と保

育所を統合 
新規 

設置施設数 ４ ６ ３ １ １４ 
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【参考２】認定こども園等への移行に関する意向調査 

各市町を通じて各施設（保育所、私立幼稚園）に対して、新制度における認

定こども園または幼稚園への移行に関する意向調査を行ったところ、結果は次

のとおりです。 

●私立幼稚園における新制度への移行状況 

平成 27 年度から平成 30 年度は実績 

（平成 27 年度は既に認定こども園になっていた園を含む） 

平成 31 年度から平成 32 年度は平成 30 年７月の意向調査結果（移行検討園数） 

 ※私立幼稚園数 58（休園中の 1園及び宗教法人立 2園を除く） 

 平成

27 年

度 

平成

28 年

度 

平成

29 年

度 

平成

30 年

度 

平成

31 年

度 

平成

32 年

度 

時期 

未定 
計 

認定こども園 ４ ０ ４ 4(2) 4(2) ０ ０ 16(4) 

幼保連携型 

幼稚園型 

３ 

１ 

０ 

０ 

４ 

０ 

4(2) 

０ 

4(2) 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

15(4) 

 １ 

幼稚園のまま移行 ３ ５ ７ ３ ５ ０ ０ ２３ 

計 ７ ５ １１ 7(2) 9(2) ０ ０ 39(4) 

※（ ）内は前年度までに幼稚園のまま新制度に移行し、当該年度に幼保連携

型認定こども園となった園で内数 

 

●保育所における認定こども園への移行状況 

平成 27 年度から平成 29 年度は実績。平成 30 年度は 9月までの予定。 

（平成 27 年度は既に認定こども園になっていた園を含む） 

平成 31 年度は平成 29 年７月の意向調査結果（移行検討所数） 

 ※保育所数 397 所（休所中保育所は含まない） 

 平成

27 年

度 

平成

28 年

度 

平成

29 年

度 

平成

30 年

度 

平成

31 年

度 

時期 

未定 
計 

認定こども園 ２ ９ ４ ７ ４ ３８ ６４ 

 
幼保連携型 

保育所型 

 

２ 

６ 

３ 

４ 

 

６ 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



② 幼保連携型認定こども園の認可手続きについて 

 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（以

下「法」という。）をはじめとする諸法令の改正等に基づき、平成 27 年４月１

日から、幼保連携型認定こども園はあらたな認可施設として位置付けられまし

た。 

 幼保連携型認定こども園の認可に際しては、三重県でも幼保連携型認定こど

も園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例および同条

例施行規則を定めましたが、平成 30 年度以降の認可に向けての具体的な手続き

や、法第 25 条に定める合議制の機関（認定こども園認可等部会）の開催の時期

については、以下のとおり予定しています。 

 

平成 30 年度の申請・認可手続き 

時期 内容 備考（依頼様式等） 

平成 30 年９月末 幼保連携型認定こども

園認可仮申請 

申請書(第１号様式) 

認可基準調書(別添第１号) 

平成 30 年 10 月中旬 第１回認定こども園認

可等部会の開催 

 

平成 30 年 10 月下旬 部会の意見を関係市町

および関係施設に通知 

 

平成 30 年 12 月末 幼保連携型認定こども

園認可本申請 

申請書(第１号様式) 

認可基準調書(別添第１号) 

事業計画書(別添第２号) 

平成 31 年２月中旬 第２回認定こども園認

可等部会の開催 

 

平成 31 年３月 幼保連携型認定こども

園の認可 

 

 



  



（３）人材確保と質の向上について 

 

 

 

① 保育士・保育所支援センター事業 

  潜在保育士の現場復帰支援研修や就職相談、新任保育士の就業継続支援研修、

管理者の職場環境改善・トップマネジメント能力の向上のための研修等を実施し

ています。 

 

〔平成２９年度取組状況〕 

実施事業 件数・開催回数・日時等 

(1)潜在保育士復帰支援のため 

の就労相談、就労支援の実施 

 

 

 

 

(2)保育士就職支援 

   ガイダンスの実施 

 

 

 

 

 (3)保育士確保等研修の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①潜在保育士復帰支援専門相談員の配置 

②ハローワークと連携した「保育のおしごと相談会」の 

開催（年８４回） 

③就労相談・支援（５９２件） 

 ④情報提供希望者への情報提供 

 

保育士就職支援ガイダンス 参加者数：４８人 

日時：平成２９年６月２５日（日） 

  会場：三重県社会福祉会館 

潜在保育士や保育士をめざす学生を対象に、現場から

の実践レポートや就職の心構えの講義を行った 

 

①潜在保育士現場復帰支援研修 受講者数：１３人 

県内 2 箇所で 2 回実施、1 箇所あたり 2 日間 

実地研修 2 日間（現場体験希望者） 

津     ６月１３日（火）、６月２０日（火） 

四日市  ８月８日（火）、８月２４日（木） 

②新任保育士就業継続支援研修 受講者数：２０７人 

県内 3 箇所で実施、1 箇所あたり 3 日間 

津      ９月２０日（水）・２７日（水）・１０月３０日（月） 

四日市  ９月１４日（木）・２１日（木）・１０月１６日（月） 

伊勢     ９月１５日（金）・２２日（金）・１０月１７日（火） 

③管理者・経営者マネジメント研修  

県内６箇所（ブロック単位）で実施  参加者数：２５２人 

北勢  １１月３０日（木）、中勢  １月３０日（火） 

中南勢 ２月１５日（木）、伊賀  １２月１８日（金） 

伊勢志摩 １月２９日（月）、紀州 ２月１７日（土） 

 

資料３ 

人材確保 



(4)市町・他機関との連携 

 

 

三重県私立保育連盟との連携 

 「三重県ガイダンス」に参加。７月２９日（土） 

・名張市との連携 

「なばり保育士・幼稚園教諭就職フェア」に参加。 

８月１１日（金） 

・津公共職業安定所との連携 

 「保育士ミニ面接会」に参加。月１６日（火） 

 

〔平成３０年度取組予定〕 

実施事業 件数・開催回数・日時等 

(1)潜在保育士復帰支援のため 

の就労相談、就労支援の実施 

 

 

 

 

(2)保育士確保等研修の実施 

 

 

 

 

 

 

(3)潜在保育士就労等意識調査 

の実施 

 

 

 

 

(4)市町・他機関との連携 

 

 

①潜在保育士復帰支援専門相談員の配置 

②ハローワークと連携した「保育のおしごと相談会」の 

開催（年５０回以上） 

③就労相談、支援 

④情報提供希望者への情報提供 

①新任保育士就業継続支援研修 

県内２箇所で実施、1 箇所あたり 3 日間 

津    ６月２２日（金）、８月２２日（水）、１０月１０日（水） 

四日市 ７月６日（金）、９月３日（月）、１１月２２日（木） 

③管理者・経営者マネジメント研修  

県内４箇所（ブロック単位）で実施予定 

 

①県内の潜在保育士約 11,000 名に対して、就労等の意識

に関するアンケート調査と分析を実施する。 

②就労等の意向がある潜在保育士に対し、保育士・保育

所支援センターへの登録を働きかけるとともに、求人や

研修等に関する情報提供を実施する。 

 

①市町や他機関のガイダンス等への参加。 

②保育士確保状況等調査の実施。 

 

 

 

② 保育士修学資金等貸付事業 

〔平成２９年度実施状況〕 

（保育士修学資金貸付） 

１．目的：保育士の資格の取得をめざす学生に修学資金を貸し付けることにより、

保育士の人材確保および定着を図る。 



２．事業の実施主体：社会福祉法人三重県社会福祉協議会（10／10 補助） 

３．制度の概要 

 （１）貸付対象者  

指定保育士養成施設に在学し、県内の保育所等で将来保育士として働

く意思があり、経済的理由により修学が困難な者 

 （２）貸付内容  月額５万円以内、最長２年間、無利子、免除規定あり 

 （３）貸付実績 新規貸付３０人、継続２４人 

 

（潜在保育士の就職支援準備金貸付） 

１．目的：潜在保育士の再就職のための準備に必要な費用を貸し付けることによ

り、保育人材の確保を図る。 

２．事業の実施主体：社会福祉法人三重県社会福祉協議会（10／10 補助） 

３．制度の概要 

 （１）貸付対象者 

     以下の要件のすべてを満たす者。 

     ・保育士登録後１年以上経過した者 

     ・保育所等の施設（事業）を離職後１年以上経過した又は勤務経験のな

い者 

     ・保育所等に新たに勤務（週２０時間以上）する者 

 （２）貸付内容  ４０万円以内（１回限り）、無利子、免除規定あり 

 （３）貸付実績  ５人 

 

〔平成３０年度取組予定〕 

（保育士修学資金） 

 平成３０年度分貸付       新規３０人、継続 

 平成３１年度分貸付予定者の内定 新規３０人 

 

（潜在保育士の就職支援準備金貸付） 

 平成３０年度分貸付予定  ５人以上（予算の範囲内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考】保育所・認定こども園における人材確保の実施状況 

※調査方法 各市町に対して、平成３０年度当初に採用したかった保育士数等につ

いて回答を求めた。（保育士・保育所支援センター調べ） 

 ※調査結果は別添資料参照 

 

●採用状況 

県内の保育所および認定こども園において、年度初めに採用したかった 

保育士（保育教諭）数は９４０人（正規 327 人、非正規 613 人）、採用できた保育

士（保育教諭）数は７３２人（正規 229 人、非正規 503 人）でした。 

採用できた保育士（保育教諭）の割合は、正規職員は７０％、非正規職員は８２％

となりました。 

全体的に一定程度確保できているものの、特に正規職員について必要とされる人材

が充分に確保できている状況ではないことがわかります。 

 

●在職者数 

平成３０年４月１日現在、県内の保育所および認定こども園に在職する保育士（保

育教諭）数は、女性が５，３２７人、男性が１３５人、合計 

５，４６２人でした。（男性の全体に占める在職者率は２．５％） 

 

●人材確保のために相談した機関等 

保育士（保育教諭）確保にあたり、１８４園中１６５園（８９．７％）がハローワ

ークに、１園（０．５％）が保育士・保育所支援センターに、１８園（９．８％）

が派遣会社に相談していました。その他として、市町広報や新聞への掲載、指定保

育士養成施設や個人的な知り合い等への相談などをあげる園がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成30年度 保育士等採用状況調査票 別添２

正規職
員A

非正規
職員B

正規職
員A’

非正規
職員B’

男性C 女性D
ハロー
ワーク

保育士・
保育所
支援セ
ンター

派遣会
社

その他（具体的に記入）

桑名市 34 13 28 14 5 544 10 0 5
保育士養成校、ガイダンス、大学、短期大学、専
門学校、法人本部、フリーペーパーなど

いなべ市 0 3 0 0 0 108 5 0 5

木曽岬町 0 0 0 0 1 10 0 0 0

東員町 5 56 5 53 2 119 3 0 0 大学

四日市市 25 262 24 251 15 608 25 0 0

菰野町 6 36 6 13 7 176 7 0 0

朝日町 2 1 2 1 3 89 0 0 1

川越町 1 14 1 5 1 57 3 0 3

鈴鹿市 14 6 14 6 6 153 10 0 0

亀山市 3 4 3 4 4 142 9 0 0 市広報紙、新聞折込広告

津市 19 40 19 23 22 510 14 0 0 大学等、友人、県社協など

松阪市 112 17 49 40 21 839 7 0 2 潜在保育士育成・大学・高校

多気町 3 4 3 4 3 76 5 0 0

明和町 5 6 5 1 5 93 4 0 0

大台町 1 4 2 3 2 44 0 0 0

伊勢市 14 56 14 9 4 285 9 1 0

鳥羽市 6 4 6 4 0 75 1 0 0

志摩市 13 7 13 5 3 129 0 0 0 学校紹介（私立園）

玉城町 8 5 4 5 3 81 5 0 0

度会町 3 5 0 5 1 39 3 0 0

大紀町 0 2 0 2 0 32 0 0 0

南伊勢町 1 1 1 1 0 51 0 0 0 町広報誌にて募集要項を掲載

名張市 26 26 14 28 10 378 5 0 2
関係機関等に相談は行わず、直接本人から採用状況確認の問い
合わせがあった場合のみ対応。名張市の就職フェア、職員の紹介、
一般求人広告、実習生を受けた大学

伊賀市 21 20 12 16 11 426 30 0 0

尾鷲市 0 10 0 5 4 78 7 0 0 三重県私立保育連盟（就職ガイダンス）

熊野市 1 2 1 1 0 46 1 0 0

紀北町 0 0 0 1 0 52 0 0 0

御浜町 2 4 1 1 1 38 1 0 0
正規職員については大学訪問し、採用試験につ
いて案内を実施。臨時職員については、広報誌
や新聞広告にて募集。

紀宝町 2 5 2 2 1 49 1 0 0 広報誌・新聞広告

小計 327 613 229 503 135 5327 165 1 18

合計

A’／A B’／B

70% 82%

市町名

平成30年度初め
に採用したかった
保育士（保育教
諭）数

平成30年度初め
に採用できた保
育士（保育教諭）
数

平成30年4月1日
現在の保育士
（保育教諭）数

保育士（保育教諭）確保にあたり相談した機関（実施した保育所等の数）

割合

940 732 5462 184



  



 

 

 

① 幼稚園教諭・保育教諭・保育士のための新任研修等 

●公立の幼稚園教諭・保育教諭 

公立の幼稚園教諭のための幼稚園等新規採用教員研修（園外研修 10 日、園内研

修 10 日）および幼稚園等教員教職経験１１年次研修については、教育公務員特例

法に基づき、県教育委員会において実施しており、公立認定こども園の保育教諭に

ついても、これに参加する形をとっています。 

平成２９年度実績〔新規採用研修〕参加者数：幼稚園教諭 17 人、保育教諭 6 人 

〔１１年次研修〕参加者数：幼稚園教諭 11 人、保育教諭 １人 

 

●私立の幼稚園教諭・保育教諭 

私立の幼稚園教諭や幼稚園から移行した認定こども園の保育教諭のための新任

研修については、公立の幼稚園教諭の研修に準じた形で三重県私立幼稚園・認定こ

ども園協会において実施しています。 

８日間のうち４日間については、県教育委員会との公私合同研修として実施して

います。 

県は、三重県私立幼稚園・認定こども園協会が実施する研修に対して、補助を行

い支援しています。 

 

●公私立の保育士・私立の保育教諭のための新任研修 

公私の保育士や保育所から移行した認定こども園の保育教諭のための新任研修

の園外研修については、平成２７年度から保育士・保育所支援センターにおいて、

新任保育士の就業継続支援研修（採用から概ね３年程度、３日間）として実施し、

参加を働きかけています。 

 

② 保育士、幼稚園教諭、保育教諭の合同研修    

平成２９年度の保育士、幼稚園教諭、保育教諭等の合同研修は、保育士が７０人、

幼稚園教諭が２０５人、保育教諭が４２人の参加となりました。 

 引き続き、県教育委員会と連携して、今後の認定こども園の増加に対応する研修

内容を取り入れながら、子どもたちを取り巻く現状や現場のニーズに合わせて、研

修を実施していきます。  

   

 

 

 

 

 

 

質の向上 



〔平成３０年度実施予定〕       （  ）は主催部署  

研修 テーマ 

乳幼児教育研修 

（三重県教育委員会） 

絵本の読み方、楽しみ方 

児童虐待の現状と保育者の役割 

０・１・２歳児からの発達と学び 

乳幼児教育関連講座 

（三重県教育委員会） 

子どもの発達と心の理解 

教育相談の基礎１ 

教育相談の基礎２ 

教育相談のエッセンス 

思春期臨床を考える 

子どもたちの人間関係の理解 

学校で活かす心理臨床の知恵 

描画表現の体験をとおした子どもの心の理解 

「ちがい」を認め合う人権教育 

特別支援教育基礎講座 

生徒指導－自分と仲間を大切にする子を育てる指導－ 

育てよう！トラブルを回避できる力 

学校でできる未来づくり－森林環境教育を学校で－ 

人権保育専門研修 

（三重県） 

障がい児共生保育 

一人ひとりを大切にする人権保育の実践 

人権の視点からみた造形活動 

人権保育から保護者支援を考える 

子どもの貧困と子育て支援 

多様な性を考える 

これからの多文化共生保育に求められること 

家庭推進保育士向け連続講座 

※周知協力（保育所等へ）     

・三重県国公立幼稚園・こども園長会、公益社団法人全国幼児教育研究協会三重支 

部合同研修会  

テーマ①「気になる子と言わない保育：どの子にも、楽しかったの毎日を」 

  テーマ②「子どもの遊びは学びの始まり」 

 

 



③ 保育士等キャリアアップ研修 

本研修は、保育現場において、園長、主任保育士の下で、リーダー的な役割を担

う保育士等に対し、多様な課題や若手の指導等、職務内容に応じた専門性の向上を

図ることを目的に実施します。 

2022 年度からは、保育士等の技能経験に応じた処遇改善に関する加算の必須要件と

なることが予定されています。 

〔平成３０年度実施予定〕 

・県内４か所（四日市・鈴鹿・津・松阪）で 8 分野の講座を計 16 回開催 

・受講予定 約 2,400 人 

 

④ 放課後児童対策事業に関する研修 

●放課後児童支援員県認定資格研修 

〔平成２９年度実施状況〕 

・県内３か所（四日市・津・松阪）で開催  

登録者数：326 人（うち、修了証交付者 306 人、一部科目修了者 15 人） 

〔平成３０年度実施予定〕 

・県内２か所（四日市・津・松阪）で開催 

・受講予定 約 400 人 

 

⑤ 子育て支援員に関する研修 

（ア）放課後児童コース 

〔平成２９年度実施状況〕 

・県内１か所（鈴鹿）で開催 

登録者数：71 人（うち、修了証交付者 47 人） 

〔平成３０年度実施予定〕 

・県内１か所（四日市）で開催、定員 60 人 

 

（イ）地域保育コース（地域型保育） 

〔平成２９年度実施状況〕 

・県内１か所（津）で開催 

登録者数：33 人（うち、修了証交付者 31 人、一部科目修了者 2 人） 

〔平成３０年度実施予定〕 

・県内１か所（四日市）で開催、定員 60 人 

 

⑥ 切れ目のない妊産婦・乳幼児ケアの充実に従事する者への研修 

〔平成２９年度実施状況〕 

母子保健コーディネーター研修  修了者 27 人 

 

〔平成３０年度実施予定〕 

 母子保健コーディネーター研修  ５月・６月・12 月・実施月未定 計４回実施予定 

 



  



（４）地域子ども・子育て支援事業について 

①病児保育事業 

病児･病後児の預かり（病児保育）については、病院･保育所等において一時的に

保育するなどの病児保育事業と、ファミリー・サポート・センター事業として援助を行う

会員の自宅で預かる病児・緊急対応強化事業があります。 

病児保育事業に取り組む市町（広域対応を含む）数は２３、ファミリー・サポート・セ

ンターの病児・緊急対応強化事業に取り組む市町（合同実施を含む）数は１６となり、

重複を除くと市町数は２５となります。 

実施市町数については、病児保育事業、ファミリー・サポート・センター事業ともに

増減はありません。 

 

〔実施状況〕 

●病児・病後児保育：２３市町（広域利用を含む） 

・病児対応型 施設設置市町 ８市、 実施市町 ２１市町 

設置市町名 実施施設名 広域利用対象市町 

津市 津病児デイケアルーム「ひまわり」 
 

四日市市 四日市市病児保育室「カンガルーム」 

桜花台病児保育室 

 

伊勢市 病児保育エンゼル 
明和町、玉城町、度会町、

大紀町、南伊勢町 

松阪市 医療法人おおはし小児科（アリス） 

病児保育・預かり保育ミー 

多気町、明和町、大台町 

桑名市 ウエルネス医療クリニックこどもケアハウスぞうさん 

はなまる病児保育室 

いなべ市、東員町、木曽

岬町、川越町、朝日町 

鈴鹿市 鈴鹿市病児保育室ハピールーム  

志摩市 よいこ病児保育室 鳥羽市 

名張市 みらいのこどもクリニック病児保育室  

※設置機関：桑名市のはなまる病児保育室は事業所内保育事業、その他はすべて医療機関 

 

 

 

 

 

資料４ 



・病後児対応型 施設設置市町 ４市町、 実施市町 ４市町 

設置市町名 実施施設名 広域利用対象市町 

津市 津病後児保育室「HUG」  

伊賀市 伊賀市病児・病後児保育室「くまさんルーム」  

菰野町 聖マリアこども園  

玉城町 玉城町認定こども園下外城田保育所  

※設置機関：津市は小規模保育事業、伊賀市は医療機関、菰野町は認定こども園、玉城町は町 

 

●ファミリー・サポート・センター（病児・緊急対応強化事業）： 

１６市町（合同実施５町を含む） 

津市、四日市市、伊勢市、松阪市、桑名市、名張市、亀山市、熊野市、伊賀市、朝

日町（木曽岬町）、玉城町（大台町、度会町、大紀町、南伊勢町） 

 



②放課後児童対策事業  

●放課後児童クラブと放課後子ども教室の実施状況 

   放課後児童クラブ・放課後子ども教室を設置する小学校区の割合は年々増加し

ています。 

・平成３１年度までの目標 ９３％ 

・平成２９年度 ９３．３％ 

      ・放課後児童クラブ ３２６校区（３７７クラブ）、放課後子ども教室 １１８校区（７４教室） 

   ・どちらかが利用可能な校区 ３３３校区／ 全小学校区 ３５７校区＝９３．３％ 

 ・平成３０年度 ９４．９％ 

      ・放課後児童クラブ ３２６校区（３８６クラブ）、放課後子ども教室 １６１校区（７７教室） 

      ・どちらかが利用可能な校区３３５校区／ 全小学校区 ３５３校区＝ ９４．９％  

 

●放課後児童クラブの待機児童数（５月１日現在） 

  放課後児童クラブの待機児童数は、３１人増加しました。 

県下全域では放課後児童クラブの利用定員が登録児童数を上回っていますが、登

録児童数が 15,201 人と前年比 998 人増となるなど、利用ニーズの高まりが待機児童

数増加の大きな要因と考えられます。 

   ・平成２９年５月１日現在  ６市  ４３人 

   ・平成３０年５月１日現在  ７市  ７４人  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成２９年度 平成３０年度 増 減 

津市 5 0 ▲ 5 

四日市市 13 22 9 

伊勢市 6 4 ▲ 2 

松阪市 0 23 23 

桑名市 3 0 ▲ 3 

鈴鹿市 15 2 ▲13 

名張市 0 16 16 

尾鷲市 1 0 ▲ 1 

いなべ市 0 4 4 

伊賀市 0 3 3 

計 43 74 31 



 

●放課後児童クラブの創設、改築等の支援の状況 

 平成２９年度放課後児童クラブ整備状況（子ども・子育て支援整備交付金及び三重

県放課後児童クラブ整備費補助金による） 

 

  市町名  整備施設数     １日あたり利用定員増   整備種類 

   

松阪市   １施設           ４５名増        創設 

志摩市   １施設           ４０名増        創設 

東員町   １施設           １２名増        改築 

    計     ３施設           ９７名増       

 

 

●ひとり親家庭の利用料支援の状況 

（放課後児童クラブ活動事業費補助金実績報告より） 

 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

市町数 １７市町 ２０市町 ２３市町 

クラブ数 １４９ヶ所 ２０２ヶ所 ２７８ヶ所 

対象児童数 

（月平均） 

６１８人 ８３８人 １，１４９人 

対象児童数 

（年間延べ） 

７，４１２人 １０，０５９人 １３，７８６人 

 











○③企業、団体等のさまざまな主体と連携し、引き続き「みえ次世代育成応援ネットワーク」の活動を

促進するとともに、地域全体で子育て家庭を応援する機運をより高めるため、「子育て家庭応援ク

ーポン」協賛店舗の拡大等に取り組みます。 

④三重県子ども条例の普及啓発や子どもからの相談電話「こどもほっとダイヤル」を引き続き実施す

るとともに、子どもが主体的に取り組むさまざまな活動を応援する取組を進めます。 

⑤三重県青少年健全育成条例に基づく取組に加え、関係機関と連携し、子どもを持つ親等に対して、

ネット被害防止の重要性やフィルタリングサービスの必要性、家庭における携帯電話利用のルール

づくり等の啓発を引き続き進めることにより、青少年の使用する携帯電話のフィルタリングサービ

ス利用率の向上をめざします。 

⑥社会生活を営む上で困難を有する子ども・若者やその家族に対する支援の充実に向けて、引き続き

実務担当者向けの研修会等を実施し、関係機関の連携や情報共有を進めます。 

⑦子どもたちが、家庭生活や家族の大切さ、妊娠・出産や性に関する医学的に正しい知識を習得でき

るよう、ライフプラン教育に取り組む市町の拡大に向け、働きかけを行います。     （創１） 

⑧高校生が妊娠・出産や性に関する正しい知識を身につけられるよう、引き続き県立学校を対象に講

師を派遣するとともに、関係団体と連携して、乳幼児とふれあう体験活動やライフプランに係る講

演会等を通じて生徒が家庭や家族の役割について理解を深める取組を進めます。また、幼稚園およ

び公立小中学校等で、子どもたちが家族の大切さに気づき、家族の役割を考える活動が行われるよ

う、教員等を対象にした講演会を開催します。                   （創１） 

⑨高校生や大学生、企業の若手従業員に対し、結婚、妊娠・出産や性に関する医学的情報に加えて、

子育てと仕事の両立等「働き方」を含めた総合的な情報を提供することで自らのライフプランを考

えるきっかけづくりとなる研修会等を関係機関・団体と連携して実施します。 

○⑩「みえの育児男子プロジェクト」の取組として、男性の育児参画への関心を高める普及啓発を引き

続き進めるとともに、新たに中小企業診断士等の企業と接点が多い職種の方などを「イクボス伝道

師」として養成し、企業等におけるイクボス推進取組の一層の拡大を図ります。    （創 11） 

 

＊「○」のついた項目は、平成 30 年度に特に注力するポイントを示しています。 

＊「創 番号」のついた項目は、「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な取組方向のめ

ざす姿の達成に資する主な取組であり、検証レポートにも記載しています。 



  









  







②待機児童を解消するため、保育所等整備のための支援や、私立保育所等に年度当初から保育士を加

配し、低年齢児保育の充実を図る市町への支援（13 市町）を行いました。また、保育士・保育所支

援センターにおいて、指定保育士養成施設の学生や潜在保育士に対する就職ガイダンス（48 人）、

潜在保育士の現場復帰支援研修（13 人）や就労相談、新任保育士の就業継続支援研修（207 人）、

子育て支援員研修（地域保育コース・地域型保育：修了者 33 人）を実施するとともに、保育士修

学資金の貸付（54 人）を行いました。                       （創 10） 

③病児・病後児保育＊事業の施設整備および運営を支援し、25 市町において病児･病後児保育を提供

しました。引き続き、病児･病後児保育に取り組む市町を増やしていく必要があります。     

④放課後児童対策等を推進するため、放課後児童クラブの整備や運営への支援を行うとともに、放課

後児童支援員県認定資格研修（修了者 306 人）や子育て支援員研修（放課後児童コース：修了者 47

人）を実施しました。引き続き、放課後児童クラブの整備や運営への支援を行い、待機児童の解消

に努めるとともに、放課後児童支援員の研修等を実施し、質の向上や人材確保に努める必要があり

ます。                                    （創 10） 

⑤「三重県子どもの貧困対策推進会議」において、市町の福祉および教育関係者等を対象に、子ども

の貧困対策関連の講演会や、好事例の収集・情報提供等を行うとともに、県内各地域で行われてい

る子ども食堂の実態調査を行い、現状や課題を把握しました。推進会議の活動を通じて、子どもの

貧困対策に関わるさまざまな団体の顔の見える関係づくりやネットワークの構築を支援する必要

があります。                                   （創２） 

 ⑥三重県母子・父子福祉センターを中心に、ひとり親家庭の親の就業支援を行うとともに、ひとり親 

家庭が安心して子育てをしながら生活できる環境を整備するため、日常生活支援を行う市町への補 

助（８市町）を行いました。ひとり親家庭の自立を促進するため、三重県母子・父子福祉センター

の周知を行い、活用を促進するとともに、就業支援や相談対応の充実等を図る必要があります。 

（創２） 

 ⑦ひとり親家庭の子どもの学習支援を実施する市町へ補助（６市）するとともに、生活困窮家庭（生

活保護世帯も含む）の子どもの学習支援（25 市町）を行いました。ひとり親家庭や生活困窮家庭（生

活保護世帯も含む）の子どもの学習支援を実施する市町が増えるよう働きかける必要があります。  

                                         （創２） 

⑧私立学校に通う子どもたちが安心して学べるよう、給付金の支給や授業料減免を行った学校法人に

対する助成等により、保護者等の経済的負担の軽減を行いました。 

⑨県立高等学校授業料に充てる就学支援金の支給のため、一定の要件を満たす世帯に属する生徒

32,564 人に対し、就学支援金受給資格を認定しました。また、低所得世帯における授業料以外の教

育費負担を軽減するため、4,149 人に対して奨学給付金を支給するとともに、通信制を除く非課税

世帯の第１子の給付額を増額しました。さらに、経済的理由により修学が困難な者 750 人に対し、

修学奨学金を貸与するとともに、返還の負担軽減のため貸与総額が高額となる者を対象に、返還期

間を従来の 12 年から最長で 18 年に延長しました。引き続き、これらの制度のきめ細かな周知を行

っていく必要があります。 

小中学校入学時の学用品等の購入費用についても、各家庭の負担が大きいことから、就学援助費の

うち「新入学学用品費等」の前倒し支給の検討を各市町へ働きかけました。その結果、前倒し支給

を行う市町が平成 29 年度の小学生１市、中学生５市町から、平成 30 年度は小学生 16 市町、中学

生 23 市町と、小中学校ともに増加しました。 

⑩県立子ども心身発達医療センターを平成 29 年６月に開設しました。今後も円滑に施設運営を行う

とともに、専門性の高い医療、福祉サービスの提供に向けて取り組んでいく必要があります。 

（創 12） 

 



 ⑪途切れのない発達支援体制の構築に向けて、市町の総合支援窓口との連携強化や専門的な人材育成

を行うとともに、「ＣＬＭと個別の指導計画」の幼稚園・認定こども園・保育所への導入に取り組

みました。また、研修事業等の実施により、地域の医療機関等との連携を深めるなど、重層的な支

援体制の構築をめざしていく必要があります。                  （創 12） 

⑫初めて子どもを持つ家庭などに対し、市町と連携して子育ての不安感や負担感を軽減するため、親

同士が子育ての悩みや意見交換を行うワークショップを市町と連携して開催しました（19 市町で実

施）。子育てへの父親の参画が少ない実態があることから、企業や団体等に対し父親を対象にした

取組を働きかける必要があります。 

⑬子どもの頃の体験活動が豊富な人ほど、意欲・関心や規範意識が高いという調査結果があることか

ら、自然体験を通じた子どもの「生き抜いていく力」を育む野外体験保育に取り組みました。今後

も野外体験保育の普及啓発や事例研究を関係機関と連携して進めるとともに、これらの取組を進め

るうえで人材の育成が必要です。 

⑭平成 28 年度に策定した「みえ家庭教育応援プラン」に基づき、３市町においてモデル事業を実施

し、地域の実態をふまえたネットワークづくりや人材育成等を進めたほか、新たに家庭教育に関す

る市町担当者会議を設置し、事例の共有等を図るとともに、リーフレットや学習プログラムを作成

するなど、市町等との連携のもと家庭教育応援の取組を推進しました。引き続き、「教育の原点」

である家庭がその役割を十分に果たせるよう、家庭の自主性を尊重しながら、市町やさまざまな主

体等と連携し、家庭や地域の実態に応じた取組を進める必要があります。      （創 10） 

⑮あたたかい思いやりの気持ちを広げ、子どもが豊かに育つことができる地域社会づくりを進めるた

め、「家族の絆一行詩コンクール」を実施し、１万２千件以上の応募がありました。今後も企業や

地域とも連携しながら親子をはじめとする家族等の絆の大切さについて啓発する必要があります。 

⑯個性豊かで特色ある教育が推進されるよう、私立幼稚園を設置・経営する学校法人を支援しました。

子ども･子育て支援新制度＊に移行した私立幼稚園は、60 園のうち 23 園となりました。平成 29 年

７月に実施した意向調査によると、さらに 10 園（時期未定を含む）が移行を希望しており、円滑

な移行ができるよう、引き続き支援していく必要があります。 

⑰幼稚園教諭や保育士等の専門性を高めるための新任研修や園内研修への支援等を実施しました。引

き続き、就学前教育を担う人材の資質向上に努めていく必要があります。 

⑱幼稚園教諭と保育士等が合同で研修する乳幼児教育研修を２講座（「保幼小の連携（参加者131名）」、

「０歳～２歳児の発達理解と保育（参加者 172 名）」）実施しました。今後、幼保一体化、認定こど

も園への移行が進む中、保育教諭の採用増が見込まれることから、乳幼児期（０～５歳児）を総合

的に指導する力を高める研修の工夫・改善を図っていく必要があります。      （創 10） 

⑲幼児教育と小学校教育の円滑な接続を図るため、「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」を

作成しました。今後も、子どもたちの自己肯定感を高める指導方法等や接続期における効果的な指

導方法等について研究し、この手引きを活用した園での取組や実践の有用性について普及していく

必要があります。                                （創 10） 

 

 ・「県民指標」については、目標を達成できませんでした。女性の社会進出が進んだことや潜在的な

保育ニーズが顕在化したことで想定を超える低年齢児の入所申込みがあるなど、保育を必要とする

児童数が増加するとともに保育士不足等により受入側の体制が整わなかったことが要因と考えま

す。待機児童解消に向けて、引き続き保育所整備の取組を推進するとともに、保育士の就労形態が

多様化するなど潜在保育士を取り巻く環境に変化があることから、今後の有効な保育士確保対策に

つなげるため、潜在保育士の意識調査を行う必要があります。 

 

 





○⑭「みえ家庭教育応援プラン」に基づき、家庭教育の充実に向けて、引き続き家庭教育に関する理解

や家庭で取り組むコンテンツ等の普及・啓発を行うとともに、モデル的に取り組む市町を支援し、

県内への普及を進めます。                            （創 10） 

⑮親子をはじめとする家族等の絆の大切さについて啓発するため、「ありがとう」の気持ちを一行詩

にして伝える「家族の絆一行詩コンクール」を引き続き実施します。 

⑯私立幼稚園を設置・経営する学校法人に対して、個性豊かで特色ある教育が推進されるよう支援す

るとともに、子ども･子育て支援新制度への移行を希望する私立幼稚園が円滑に移行できるよう､引

き続き支援していきます。 

⑰幼稚園教諭や保育士等の専門性を高める新任研修や園内研修への支援等を実施することにより、就

学前教育を担う人材の資質向上を推進します。 

 ⑱これまでの３～５歳児に焦点を当てた研修に加え、乳幼児期における総合的な指導力の向上に向け

て、０～２歳児の発達理解を含めた研修を実施します。              （創 10） 

⑲就学前の子ども向け生活習慣チェックシートの活用を通して、幼稚園等が家庭と連携して生活習慣

等の確立に取り組むよう引き続き支援します。また、平成 29 年度末に作成した「三重県保幼小の

円滑な接続のための手引き」について、幼稚園等や小学校の教員研修会等の場で周知し、幼稚園等

と小学校の交流を促進するとともに、幼稚園を指定し、子どもたちの自己肯定感ややり抜く力など

を高める効果的な指導方法や保幼小に係る連携について、学識経験者と連携しながら研究を進め、

成果の普及を図ります。                            （創 10） 

 

＊「○」のついた項目は、平成 30 年度に特に注力するポイントを示しています。 

＊「創 番号」のついた項目は、「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な取組方向のめ

ざす姿の達成に資する主な取組であり、検証レポートにも記載しています。 

 









○④施設養護においても家庭的な養育環境を提供できるよう、児童養護施設・乳児院の小規模グループ

ケア化や地域分散化等を推進するため、計画的に施設整備を行います。また、児童養護施設に入所

している要保護児童等の自立支援に向け、実態把握の結果をふまえた退所者への効果的な支援のあ

り方を検討するとともに、児童自立支援資金の貸付や家族再生のための親への支援等を行います。 

（創４） 

 

＊「○」のついた項目は、平成 30 年度に特に注力するポイントを示しています。 

＊「創 番号」のついた項目は、「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な取組方向のめ

ざす姿の達成に資する主な取組であり、検証レポートにも記載しています。 





1








